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障害者の自立と地域生活支援
－支援費制度と介護保険統合論の行方－




























































































56.1%（1,462,585時間 / 2,608,345時間）81.2%（61,104人 / 75,223人）身体障害者
26.0%（186,524時間 / 717,535時間）42.3%（13,199人 / 31,182人）知的障害者


















































































































































































































































































しを視野に入れた検討を精力的に進めてきた。2004年 6月 25日の第 14回障害者部会では，意
見が百出して取りまとめができず，部会長提案として「介護保険統合は積極的選択肢の一つ」
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 （３） 厚生労働省・援護局障害保健福祉部，『支援費制度 Q＆ A集』では，「支援費制度の下では，障害者
がサービスを選択することができ，障害者の自己決定が尊重されるとともに，利用者と施設・事業
者が直接かつ対等の関係に立つことにより，利用者本位のサービスが提供されるようになることが















































 （１０） 日本経済新聞，2004年 9月 6日付「介護入所者の負担増先行」との見出しで，動向の注目される介
護保険制度の見直しについて，二段階改革の方針をきめたものと報道している。また，社会保障審
議会・介護保険部会についての報告書をベースにして介護保険制度の見直しを整理したものに「新
たな介護予防システを確立」『月刊介護保険』No103，株式会社法研，2004年 9月 1日，介護保険制
度の見直し案の「給付の効率化・重点化」を批判する立場から論じたものに，石田一紀「軽度要介
護者への新予防給付と介護予防アセスルン」『ゆたかなくらし』No271，全国老人問題研究会，2004年，
9月が参考になる。
 （１１） 「発達障害者支援法案」については，当事者団体から「発達支援」の定義が本人に対する限定的なも
のとなっており，家族や周りの人たちを含めた環境に対する支援が弱いこと。雇用率制度等の雇用
支援策の対象から除外していることなど，いくつかの問題点があることも指摘されている。また，
「谷間におかれてきた障害者を支援する武器として活用される可能性と，それを推進してきた関係者
の意図とは別により多くの谷間を生み出す可能性を秘めている」とし，こうした点から障害者基本法
を補強する性格の時限立法として位置づけることを明記すべきであるとしている。「発達障害者支
援法案について～評価と要望」日本障害者協議会，代表河端静子，2004年 8月。
 （１２） 支援費制度の根幹にかかわる問題点や介護保険統合論をめぐる疑問，社会的支援の実現に向けての
課題について論じたものに，障害者支援システム研究会編，井上泰司・伊藤周平著『疑問あり　介
護保険統合論～どこへ行く支援費制度』，かもがわ出版，2004年 4月 10日がある。
〔付記〕
本稿脱稿後，支援費制度との統合を含めて議論が進められてきた介護保険制度の見直しをめぐる動きは，
04年 12月 10日，社会保障審議会介護保険部会において，保険料負担年齢・サービス利用年齢の引き下げ
が多数意見としつつ，その具体的な実施時期は先送りとする意見書をまとめた。意見書では，「介護を必要
とするすべての人にサービスの給付を行ない，併せて保険料を負担する層を拡大していくこと」をめざすと
いう意見が「多数」であったと述べ，年齢引き下げを容認する方向を示した。一方，若年層からの保険料
負担は「納得感を得ることが難しい」などの「慎重意見」があったことを併記している。今後，06年度に
実施する社会保障制度の「一体的見直し」の動向をふまえて結論をだし，09年度以降行の実施をめざす方
向で進められる。短期間で十分な議論をつくさず，当事者不在の議論を進めてきた厚生労働省の姿勢に関
係者から多くの疑問と不安の声が出されることも無理はない。
（うえだ　あきら　社会福祉学科）
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